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論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨
本論文は,主として中国 ･台湾の近代化の挫折,戦後の台湾経済の発展の理由,戦後台湾における経済
発展の政治的インプリケーションズを分析した論文である｡ 著者は,さらにこれらの分析をふまえて台湾
政府が今後とるべき対外政策も論じている｡
本論文の特徴は,台湾経済の発展の原因を企業家精神 ･労働者の勤労意欲 ･政府の役割等の国内要因に
見る通説に反して,日本の植民地支配や戦後日本の高度成長の影響を主要原因として重視する点にある｡
また本論文は台湾経済の対日依存が構造的であると主張する｡もとより台湾経済の発展において日本の影
響が大きいことはしばしば指摘されてきたところであるが,本論文の貢献は,戦後台湾の経済の飛躍的発
展が,日本が対外投資の対象として台湾を選択したことによって引き起こされたこと,台湾側では,日本
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の植民地支配時代に蓄積された農業水路,鉄道など交通施設,通信施設,さらには中小企業の経営ノウハ
ウなどが受け皿として有効に働いたこと等を資料で示し統計データを分析して明らかにした点にある｡ 研
究のパースペクティブも広 く,中心テーマである戟後台湾の経済発展が日本経済の発展と関連して生じて
いるという主張のための経済諸統計の分析も,厳復と伊藤博文の思想と行動の比較を通じて行った戦前中
国及び台湾の停滞に関する歴史自勺な考察を踏まえた上で行っている｡ また,現在の台湾の困難は,経済的
成長ゆえに民主化が進み,北京政府が台湾に柔軟に対応するようになって一層複雑になったことにあると
し,そのような複雑な関係の一つの例として,最近の北京政府による投資奨励政策をあげ,これが国民党
系エリートを飛び越えて台湾人への接近をねらっているとの興味深い解釈を提示している｡
本論文は歴史学にも一石を投じている｡ すなわち,戦前戟後の連続と断絶の関係をいかに理解するかは,
日本でも中国でも重要な論点であるが,これを台湾から見るとき,さらに複雑になることを本論文は,鋭
く指摘している｡ すなわち,台湾の経済成長が戦後日本の強い影響の下に行われたとしても,それは戦前
の日本の植民地支配下でのインフラの蓄積の上に行われていること,またこの経済成長を可能にした戦後
の国民党支配は ｢台湾｣からみれば戟前の植民地支配の延長であったこと等である｡
以上のように本論文の中核は読み応えのある戟後台湾政治経済論にあるが,戦後経済の制度形成に大き
な役割りを果たし,また冷戦下で台湾を支持し続けたアメリカの分析に関して十分とはいえない点や,中
国の停滞と挫折 ･台湾の発展 ･台湾政治経済の台目中関係への展望という三つの論点が必ずしも明確に関
連づけられていない等の問題もある｡ しかし,全体として,本論文は戦後台湾経済の発展における ｢日本
要因｣を一貫して指摘する理論仮説の提示に成功しており,博士 (法学)に値するものである｡
なお,論文調査委員3名は,平成9年2月26日に論文内容と,それに関連する試問を行った結果,合格
と認めた｡
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